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中村秀一郎 ○ ．○ ○ ○ ○
2 清成忠男 △ 0 ○?
百瀬恵夫
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○ ○ ○ ○ ○ ○
日本経済新聞杜 ○ ○ ○
松田修一 ○ ○ ○ ○ ○ ○
第
山川晃治 △ O ○ ○3
森谷正規・藤川彰一 ○ △ ○ ○
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主 昇進など、企業内での伝統的 自由を求める。目標達成型。自 自由を求める一方で組織との繋が
?
な報酬を求める。権力志向 己依存性が強く、自ら目的を設 りも保持する。自分で目標を設定
動 型。 定してどんどんやっていくタ して積極的に活動すると同時に組
機 イブ。 織の報償や評価に関心がある。
と時 販売目標、予算、計画（週間・ 事業の5年からm年先の将来性 どんなプロジェクトかにもよる
ら問 月間・年間）、次回の昇進・ を念頭において目標を設定。長 が、3年から隻5年先に目標を設定。
えの 配属がえに関心がある。 期目標にもとついて短期的に 自己の目標と組織の計画とを調整
方 「〉 行動する。 する必要がある。
行 仕事はまかせる。部下の監督 実際に自分で仕事を行う。部下 実際に自分で仕事をかたつける。
?
や上司への報告が仕事の大 の仕事にまで手をだし、うとま 仕事のまかせ方も理解しており、
様 半を占める。 しがられることもある。 必要に応じて適確にものごとを処
式 理する。



















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































．??? ?? ???????? ? ．????? ??? ???????? ．?．
　いずれにせよ、ネットワークとは、ある単位と単位をつなぐ網の目のことで
あり、それによるコラボレーションは、これまでの階層的組織や市場機構に代
わる第3の社会編成原理とされ、情報化が進展し、アジリティーが戦略的な重
要性を持つ現代の産業社会に、もっとも適合した組織の一つであるといえよう。
　ネットワーク型の組織は、情報通信ネットワークを背景に、情報の創造開発
と交流に目的をおいた緩やかな提携関係によって結ばれるものである。
　しかも国、資本グループ、業種、企業規模、業務、技術を超えて、企業間、
部門間、集団や個々人の間で構築され、異質の情報を結びつけて、意味ある情
報を創造開発する場をつくることに重きをおくものである】5。
15百瀬恵夫『新事業創造論』東洋経済新報社，2003年によると、社会が複雑になるにしたがって、企業活動に
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　企業間のネットワークにおいては、戦略提携や、各種の統合とは異なり、ゆ
るやかな提携関係によって、相互の様々な情報の創造や開発と交流により、異
業種、異分野への参入も容易になることに加えて、単独企業では開発不可能と
考えられてきた新たな顧客価値をも生み出すことが可能となる。
　すなわち、生産・販売などの業務を迅速に結びつけ、在庫を持たない流通シ
ステムや、新市場の開拓、あらたなビジネス・チャンスの創出を可能にするの
と同時に、他企業の持っている資源にアクセスすることによって、小規模企業
にあっても、より質の高いマネジメントを志向することも可能となるのである。
　インターネットを通じたネットワーク型のバーチャル企業の形成がすでに現
実のものとなり、ネットワーク組織が新しい段階に入って単独企業の境界を越
え、他企業とのネットワークを組むことによって所有する内部資源の不足を補
い合い、コラボレーションによって新たな顧客価値を創生して競争優位性を発
揮しようとする企業が増加している。
　そこで、企業診断においても、単独企業に限定した観察、診断のみならず、
当該企業を取り巻くリレーションシップ全体を診断対象とすることが必要とな
るのである。
　（2）　小規模企業におけるネットワークの重要性
　一般的にネットワーキング活動と捉えられる活動による組織、広義の戦略的
提携のうち、戦略提携とバーチャル組織の間の相違を、ビョルン・ビエルケら
は、期間、所有権、リスク負担とコントロールの観点から、次の図のように峻
別し、戦略提携はより確固としたリレーションシップの雰囲気を表す概念であ
り、そしてバーチャル組織はいわばイメージ的な概念上のタイプであるとして、
戦略提携と価値連鎖の概念を対応させ、バーチャル組織には、もっと緩やかな
連携の概念で「価値星座」16という概念を使って説明している17。
　バーチャル組織も戦略提携も両方ともネットワークと見なされるものである
が、それらのネットワークが小規模企業にとって重要である理由は、さまざま
なネットワークにより、そこに参加する小規模企業が、互いに資源を共同出資
必要な経営資源はますます高度化し、それらを入手し蓄積するコストがかさむようになる。また、単独企業で
あらゆる経営資源を保持し高度化することは、単独の中小企業では限界がある。そこで、申小企業には複数企
業が相互に経営資源を補完する企業間の連携行動がますます意義を高めている。産業間にまたがる連携、産業
間の連携もあるが、同一業種に閉じこもることなく、より広い視野に立ち共同事業に取り組むオープンなネッ
トワーク活動が有効なのである。したがって、ベンチャー・ビジネスの創業あるいは新分野創造は独立企業の
自律的な事業活動に依存するが、ネットワーク社会の時代においては複数企業のネットワーク行動によって技
術革新的活動を展開するビジネス・チャンスも広がっているといえよう。
16Normann，　R．　and　R　Ramirez，　Desゴ97？ing　lntera（rtゴve　Stra　tθgy－From　Va！ue　Chaコ’n　to　YaluθConstθlla　tゴon・
Chichester，　UK：　John　Wi　ley，　1994．
11Bj6rn　Bjerke，　Claes　M．　Hultman　oP・　cit・，　P・164・
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し、共有する機会が生まれると思われるからである。
　近年盛んに行われている、広い意味での「戦略的提携」は、現実には非常に
ゆるやかな関連協力組織としての、いわゆるバーチャル組織からフランチャイ
ズ契約によるジョイント・ベンチャーのような強力な公式のリンクまで、さま
ざまな形態をともなっている。
????、???
図表1X－3　戦略提携の種々の形態18
低い リスク／コントロール 高い
出典：Bjδrn　Bjerke，　Claes　M．　Hultman，　p．162．
　すべての企業は、例えば研究知識、生産知識や技術的熟練、エネルギー、生
産設備、のような資源に依存しており、いくつかの資源は、企業が生き残り、
あるいは成功するために必要不可欠のものである。したがって、そのような資
源は企業自身が所有するか、あるいは少なくともコントロールできなければな
らない。
　一般的に大規模企業は、重要な資源の大部分を自ら所有することが多い。し
かし、小規模企業であっても、それらの資源を所有せずとも、コントロールす
ることが可能であれば、小規模であるための資源の乏しさによる不利を乗り越
えることが可能であろう。提携するパートナーによって、必要とされる資源を
あたかも所有しているかのように利用可能となるからである。
　資源を所有せずとも、それにアクセス可能であれば、組織を特定の資源に縛
りつけられる結果として柔軟性が減る、ということも少なくなる。小規模企業
le@Ibid．，　p．162，
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にとっては、ネットワークの利用によってさまざまな可能性が広がるのである。
　近代的な情報技術の発達によって、パートナー間のリアルタイムでの対話型
のコミュニケーションが容易となり、今日の発展したグU一バルなロジスティ
ック・システムによって、小規模企業であっても、地球上のどんな場所にある
他の企業とでもパートナーシップを組むことが可能となった。
　バーチャル組織やその他の型のネットワークによって、小規模であることの
有利さと、規模の経済性との両方の利点を取り入れられるのである。それは、
小規模企業であっても、可能な限りの低コストで、世界的な広がりを持って、
より良い顧客価値を提供するという、理想的な展開への道を開く可能性を持っ
ている。
　「塗拗でしなければならないのは、他の誰もができないほど安価に、そし
てさらに良くなすことが可能なことのすべてである。残りのすべては、該当す
る特定の局面においてもっと良く生産し、実行する能力を持っている他の企業
に外注する。そうすれば、小規模企業であっても、特定のニッチマーケットに
おいて、世界的クラスの達人となることが可能であり、規模については小規模
のまま、柔軟性も保ち得る」19のである。
　（3）　ネットワーク・リーダーの役割と能力
　すでに述べたごとく、すべての企業において、必要な資源に対するアクセス
の確保は不可欠ではあるが、所有することなく、必要な資源を利用することは
十分に可能である。したがって、現代企業にとって資源を所有することや所有
権を確保することは重要な意味を持たない。つまり、個別企業の内部資源の多
寡や質に限定した診断・分析は、その意味では意義を失っているのである。
　何らかの形での提携、特に、バーチャル組織を構成することは、企業規模に
よって制約を受けることはほとんどないと思われる。しかし、その代わりに顧
客価値を作るべき価値星座において、その努力をリードし調整するチャンピオ
ンあるいはキャプテンとなる企業能力を持つことに意義があることになる。
　ここで必要とされるものは、ゲーム理論でいうところの、ウィンーウィン原
理を基礎にする「価値星座」すなわち、ともにゼロサム（あるいは負の合計）
より、むしろ正の合計ゲームを目指すところの、コラボレーションによる価値
創造プロセスに参加するよう、他の関係者を説得する知的な能力である。そし
て価値星座においては、結果としてすべてのパートナーは勝利者でなければな
らないのである。
　この、ウィンーウィンの関係を、三上富三郎博士は言葉を変え、企業間の共
且9　1bid．，　P．161，
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生関係を生物界の共生にたとえて2°、　「共生（symbiosis）や協同（cooperation）
は図の（3）に、片利共生（synoekiosis）、着生（epiphytism）は（4）に、抗生
（antibiosis）は（5）に、捕食（predation）、闘争（struggle）、競争（competition）、
寄生（parasitism）は（6）に含められる。これは主として生物における関係である
が、人間と人間以外の動物・植物などとの関係においても考えられるし、さら
に企業も含めた社会の中にも適用が考えられる。」として、さらに企業として
の共生は「（3）の相利関係の中に構築されるのがもっともふさわしいものと
考えられる。この中で（6）の略奪関係は、たとえばいわゆる『下請けいじめ』
などで見られる関係で、共生とは真っ向から反するものであろう」と説明して
いる。
図表Dr－　4　共生者と被共生者および中立的（○）関係
（1）
（2）
（3）
（4）
（5）
（6）
　共生関係
中立関係（neutralism）
相害関係（disoperation）
相利関係（mutualism）
片利関係（co㎜ensalism）
片害関係（amensalism）
略奪関係（exploration）
共生者
　　○
????
被共生者
　　○
??
　しかし、この、ウィンーウィンの関係や、相利関係が、その利害関係におい
ては平等を目指したものであるとしても、そこに何らかの力関係が存在するこ
とは否定できないであろう。
　安定した環境においては価値星座の構成やそのメンバーが変化する必要性は
あまりないと思われるが、変化の激しい現代の市場環境においては、新たなブ
レークスルー技術による新しい商品やサービスの要請により、価値星座に参加
するメンバーの変更や、機能的で適切な資源の再配分によるバランスが必要と
なるであろう。その際、新たな価値星座を作るのか、あるいは一部のメンバー
の入れ替えにとどめるのかは別として、その価値星座を先導するリーダーが不
可欠となる。
　したがって、ネットワークを価値星座としてみる場合、そこに参加している
メンバーのうち、誰が、あるいはどの企業がその価値星座のリーダー、ないし
キャプテンであるのかを峻別しなければならず、翻って、診断する当該企業を
20三上富三郎『共生の経営診断』同友館，1994年，153頁。
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診断する場合、価値星座への単なる参加企業なのか、その星座を牽引している
リーダー企業なのかを判断しなければならないのである。
　持続的競争優位性となる新たな顧客価値を生成するための核心能力を内部能
力として持っている企業、ないしは人々が価値星座のリーダーとなりうるので
あり、優れた事業家は、自らの企業がパートナーに過度に依存したり、あるい
は後でパートナーに支配されたりしないようなネットワークを構築し、リーダ
ーとなってそれをコントロールするのである。
　クウィン（（beirm）は、「知識べ一スのサービス活動がマスターするべき最も
決定的なものであり、従ってそれは企業内でホストされるべきものだ」21として
いる。
　（4）　　「持たざる経営」で実現する顧客価値の共創22
　「新しい経済の時代」において、中小商業者が大規模ではないがゆえの特性
を活かし、従来「弱点」とされていた、目に見える資源の欠乏をこれから生き
残り勝ち残っていくための「優位性」に結びつけるため、ネットワークによる
コラボレーションによって新しい顧客価値を創造するためにはどうすべきなの
か、具体的例で考察してみたい。
　　①垂直的コラボレーション（上流と下流）一金型部品商社「ミスミ」のケ
ース23
　これまでの各章において、再三述べているように、　「新しい経済の時代」に
おいて、最も有意義で唯一必要な資源は知的能力であると考えられる。それは、
企業経営に必要な資源は、経営資源を所有することよりもそれにアクセス可能
なシステムを構築することが重要であり、所有価値よりも使用価値を重視する
考え方である。その実現のためには必然的に異業種、異業態とのコラボレーシ
ョンが伴わなくてはならない。
　これを見事に実現している企業が東京都江東区にある株式会社ミスミである。
同社は1963年創業の金型用部品の企画・販売会社であるが、現在ではFA用部品、
配線接続部品、制御用PC部品・通信用PC部品の企画・販売のほか積極的に新規
事業に取り組んでいる。同社は創業以来、一貫して新しいビジネスモデルを追
求し、　「購買代理」という業態をいち早く実践し、金型やFA工場向けの生産財
の流通改革を実現してきた企業であり、同時に、経営スタイルも独特で、「持
2且Bj6rn　Bjerke，　Claes　M．　Hultman．　oP・　cit・，　P・175・
22拙稿「異業種、異業態のコラボレーションで活路を開く」『経営診断』誌2003年5月号。
23武居雅夫（株）ミスミ代表取締役副社長，山梨経済同友会主催講演「プロダクト・アウトからマーケット・
アウトへ一逆転の市場創造」200t年3月t4日，於・甲府アピオ。
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たざる経営」　「オープンポリシー」　「チームアプローチ」などのキーワードに
よって、常に新しい価値の創造が可能となる仕組みを追求している。同社は資
本金20億6，434万円、年商約430億円という規模でありながら、従業員数は262名
（2002．4．1）にしか過ぎない。
　事業の特徴は、販売はエンド・ユーザーへのBtoBダイレクト販売であり、
個人登録ユーザー数（設計・購i買・使用者）140，000人、登録企業数58，000社。
ハーフメイド主体の商品構成で、べ一スとなる基本形にユーザーの必要寸法を
加工して納入する方法によって、メーカーが作ったものを「売る」のではなく、
あくまでも顧客が求めるのを「購買代理」するのである。納期は3日を基本と
し、緊急納期にも対応できるシステムとなっている。売上比率は在庫品30％に対
しハーフメイド品70％、生産は総て協力工場に委託、工場は多種少量生産体制に
なっている。協カ工場は主メーカー約40社、サブメーカー100社余のコンペティ
ター・システムで対応している。営業部・営業マンは不在の会社で、各マーケ
ティングセンターは受注窓口であり、営業マンは情報収集と商品開発に徹して
いるのである。
　下図に示すように、同社は従来型の企業分類によれば卸売業でありながら、
多数のメーカーとの固定化した契約取引ではない、緩やかなコラボレーション
によってメーカー機能を一部代行し、顧客とのコラボレーションによって、よ
りカスタマイズされたエンド・ユーザーの要望にこたえているのである。
　　　　　　図表IX－5　（株）ミスミの市場創造のメカニズム（1）
出典：（株）ミスミ代表取締役副社長武居雅夫講演資料
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図表D（－6　（株）ミスミの市場創造のメカニズム（2）
出典：同上
　今でこそミスミは、中小企業とは言えない規模に達してはいるが、もともと
大企業であったものではなく、ましてや、大規模でなければ実現不可能だと思
われる施策は同社には何も見当たらない。逆に、同社規模の卸売業者との取引
口座開設の要請になかなか応じてくれない大メーカーにも、設計担当者に直接
カタログを送って反応を待つ。設計者にしてみれば、新製品の開発のための設
計に必要となれば、たとえネジif－一本であっても希望通りに対応してくれる工
場がなければ開発が不可能になるため、取引口座が有るか無いかは問題ではな
く、購買窓口ではない設計担当者の発注を狙うのである。
　ミスミの例は、卸売業に新たな視点でチャレンジしている例を見てきた。で
は、小売業においてもこのようなことは可能なのであろうか。文具の「アスク
ル」やネット上での書籍通販の「アマゾン・ドット・コム」、「楽天」などの
バーチャル商店街にその成功例を見ることができる。ミスミは扱い商品が産業
財であることからBtoBであるが、そのBtoC版がアスクルやアマゾン・ドッ
ト・コムである。ただし、アスクルの顧客は個人ばかりではなく、企業向けの
業務向け需要も取り込んでいる。アスクルやアマゾン・ドット・コムもやはり
ミスミと同様に、企業規模が大規模であったがゆえに実現したものではない。
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　その成功のカギは、コンピュータなどの情報インフラ、宅配便などの物流機
能の発達を背景にしたメーカー、顧客とのネットワークの構築、コラボレーシ
ョンによる新たなシステムの開発と顧客価値の創造にあったのである。
　以上のケースは、メーカー、卸、小売などの中間業者、消費者という上流か
ら下流の流れにおけるコラボレーションの例であるが、それぞれのレベルでの
水平的なコラボレーションも当然考えられる。
　　②水平的なコラボレーションー商店街（異業種小売店）の共同宅配事業のケー
ス24
　現在、全国各地の商店街の再生を目指す小売業の再生事業として、共同宅配
事業の研究、試行がなされている。人口の減少や高齢化、消費者ニーズの変化、
景気の後退、近隣への大型店の進出等により商店街には空き店舗が増え、　「シ
ャジター通り商店街」と呼ばれる程その衰退が著しいところが多い。一方、増
え続ける高齢者世帯では、近隣の商店が少なくなり、路線バス等の公共交通機
関の運行本数は削減され、車を持たない消費者は日常の買い物にも不便をきた
す状態になっている。
　そのよう状況下、この事業は既存商店街の有志によって共同宅配システムを
構築し、地域住民の利便性と、孤立しがちな高齢者世帯と商店とのコミュニケ
ーションを増やすことで、個別商店の売上アップを図るとともに社会福祉の向
上を目論むものである。各地の試行状況を見ると、配送費負担の問題、参加店
の少なさ、会員登録顧客の少ないことなどが共通した課題として挙げられてい
る。それらが解決すればということを前提にすれば、この事業は小売レベルに
おける水平的なコラボレーションとして、まことに結構な計画であり本格的な
実施が期待されるものである。
　しかし、これらの発想には、すくなくとも2つの欠陥がある。ひとつは、こ
れらの視点には「競争」の観点が抜け落ちていることであり、もう1つは、顧
客の利便性を考えた計画だといいながら、まだ充分な「顧客指向」に立脚して
いないことである。
　ショッピングを楽しむ余裕のない高齢者をはじめとする顧客にとって、必要
なものが都合のよい時間に自宅に届くことが望ましい購i買形態であることは確
かである。IT機器などの利用により、共同宅配のようなコラボレーションが
普及する可能性が高いことは容易に想像がっく。ところが、このビジネスの主
宰者として既存商店街の有志によるコラボレーションが最適かというと、そう
とは限らない。商店街にある各小売商店の既存商売の寄せ集めだけでは、商品
がすでに店内に揃っており、在庫スペースを持ち、資金、人材が豊富な総合ス
Z4拙稿，前掲論文。
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・・一一一・pーがこの事業に進出した場合、既存商店街に優位性があるとはいえないで
あろう。総合スーパーが「宅配ビジネス」を既存事業に併営することは比較的
容易であり競争力もあると考えられるからである。
　また、顧客指向の観点からするならば、予め配達時間がわかれば行動の制約
も少なくなるため、共同宅配をビジネスとして成功させるためには、たとえそ
の実現に多大な困難が予想されるとしても、単に参加店の取扱商品の共同宅配
にとどまらず、たとえば共働き家庭をターゲットとした産直ギフトや通販の受
取り配達代行、宅配便、郵便、新聞や公共料金の集金代行などの個別家庭との
コンタクトの代行、その他の生活支援業務なども視野に入れた、より幅広いコ
ラボレーションによる新たな顧客価値の創造を研究する必要があるであろう。
　（5）　顧客価値の共創と、優位性の獲得一「新しい経済の時代」のコラボレーシ
ヨン25
　コラボレーションを協働という意味でとらえれば、かつて商工行政が指導し
た、いわゆる近代化事業、協業化事業による共同事業、共同物流、共同仕入れ
などをはじめとする事業もすべてコラボレーションの範疇に入るものである。
　しかし、これからの小売業、なかんずく小規模企業の将来を考えるとき、従
来型の共同事業が現状打開の特効薬になりえないことは歴史が証明している。
では、これからの小売商業においてコラボレーションの成否を分けるものは何
なのであろうか。それは「新しい経済の時代」に適合する意志とシステムを兼
ね備えたコラボレーションを構築し、新しい顧客価値を創出することにほかな
らない。
　従来型の協業化は、小規模事業者ではその規模ゆえに不可能であると思われ
ることを何らかの形による合同、連携で共同して実施し、規模の不利益を避け
ようとする、ある意味では消極的なものであったといえよう。たとえば、共同
イベント、共同販促、共同店舗化などの各種の事業も、単独店では実施が困難
だというだけの理由で行われる例が多い。これらは「規模の経済性」を共同化
によって実現しようとしたものであるが、大型店に対抗し、競争に打ち勝って
共存して行くためには共同化による規模の拡大だけを求めても不可能である。
　共同店舗化にしても魅力のない個店が何店集まって集合店舗を作ったところ
で魅力的な施設にはなりえないのである。
　前述のミスミやアスクルのケースを見ても、成功のカギが「規模」を追い求
めることではなかったことを思い起こす必要がある。新しい経済時代のコラボ
レーションは、顧客価値の最大化を図るために互いに所有していない資源を複
25同上書。
餌
数企業が利用しあい、協働して新たな顧客価値を創造するものでなければなら
ない。
　　セブンイレブンによる新たな顧客価値の創造
　日本におけるCVSの歴史を振り返ってみると、74年5月にセブンイレブンの第
1号が江東区豊洲に開店する以前に、CVS第1号として69年にサンショップ、70
年に卸売業の橘高によりKマートチェーンが、71年にセイコーマート、ココスト
アが設立されている。しかしこれらは当時、大型店との競争に苦戦を強いられ
ていた中小商店支援策としての協業によるチェーン化であり、当初のCVSはボラ
ンタリー・チェーン（VC）が多く、新規業態の開発を目指すというよりも卸売
業主導の小売店支援と「囲い込み」であり、72年に中小企業庁がCVSマニュアル
を作成して業態の確立支援を図ったが限界があり、当初の目論見どおりにはい
かなかった。
　一方、セブンイレブンは一連の業務革新を通じ、従来型の商業の取引慣行を
改め、製造から消費までの全てにわたる総合的な業務システムを構築したので
ある。
　製配販といった流通を構成する各機能間のコラボレーションによってサプラ
イ・チェーン・マネジメント（SCM）を実践し、新たな顧客満足の提供と生産性
向上を同時に成し遂げ、フランチャイズ・システムによって製・配・卸・店舗
オーナーのネットワークを構築し、　「生活者ための不便解消業」という新しい
領域を開発し、顧客にとっての新たな価値を創造したのである。
　この二つを比較してみると、サンショップ、Kマートチェーンをはじめとする
中小商店支援策としての協業によるチェーン化、ボランタリー・チェーン（VC）
と、もう一方のセブンイレブンなども同じくCVSを目指したにもかかわらず、そ
の後における発展の違いの原因となったのは、二つのコラボレーションの目指
すところが、前者が「共同による規模の追求」であったのに対して後者は「新
たな顧客価値の創造」にあったという違いであることが理解できるのである。
　ここでは、卸売業と小売業のケースによって、コラボレーションの重要性と、
その成功のための要点を検討し、ネットワーク診断の必要性を指摘したのであ
るが、このことは「新しい経済の時代」における小規模企業にとって、業種、
業態の如何に関わらず共通するものであるという認識を持って診断する必要が
あろう。
3　評価指標の見なおしの必要性一新しい評価指標開発のための枠組み構築
（1）　社会性と経済性
経済性評価の価値基準の変化に対応すべく、従来の診断で行われてきた（規
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模／コスト＝効率）規準の各種の指標に加えて、t創造性×戦略性≒アジリティー
の高度化を規準とした評価指標を開発する必要性、ならびに、特に中小規模企
業や設立後間もない企業においては、他企業とのコラボレーションのためのネ
ットワークを診断する必要性を強調してきた。
　その上で、さらに社会性（環境性、人間性、狭義の社会性）と経済性の関係
についても、’経済性に対じて社会性の重要度が増加してきたという比率変化だ
けではなく、その優先順位を逆転する必要があるということを念頭におかなけ
ればならない。
図表IX　－6・価値基準転換4の対応のための新たな企業観察基準
優先順位の逆転
社会1生と経済性の優先順位の逆転と調和
出典：拙稿「価値基準転換への対応のための新たな企業観察基準」
　　　『日本経営診断学会論集1』同友館，2001年，26頁。
この図は、経済性に対して社会性の重要度が増加してきたという比率変化だ
螂
けではなく、企業の存続、成長の大前提として、社会性（環境性、人間性、狭
義の社会性）と経済性の関係についても、その重要度が逆転し、それぞれの大
きさも同等なものになってきたことを示したものである26。
企業の社会性の重要性については規模の大小を問わず、如何なる企業にとっ
ても変わるものではないであろう。しかし、特にベンチャー指向型企業を目指
す場合、これまで見てきたように、まったく新しい事業や製品を対象とするビ
ジネスとなることが多いため、当該提供物（Offerings）の普及、事業の進展に
よって、予期せぬ事態が起こりうる可能性も考えられる。
たとえば、卑近な例ではインターネットやeメール、携帯電話の若年層への普
及によって生起してきた新たな問題は、事業者の人生観に関わるものであって、
法的規制云々という領域のものではないことが多いが、これからの社会におい
て、企業が利潤一辺倒ではない「企業市民」として市民権を得ていくには無視
できる問題ではないであろう。
そこで、次に狭義の意味での社会性の診断に、若干ふれておきたい。
　（2）　企業の社会性の診断
　嶋口氏は、企業の社会責任を、主として以下の3つの領域に整理している。
すなわち、
　　①「基本責任j領域
　ビジネスの社会的存在意義や社会的役割（機能）に関わる根源的な責任である。
具体的には社会におけるビジネスの役割は「社会成員間に、相互同意にもとつ
く価値の交換を促進すること」で、社会成員が自らの意思で交換取引を行うこ
とは、それによって当事者がより高い認知価値を獲得したことになるゆえに、
固有な社会責任といえる。
　　②r義務責任」領域
　「基本責任」遂行から生ずる各種の派生的な不経済性に対する責任である。
たとえば、公害や地球環境の破壊のような外部不経済性や不公正取引のような
内部不経済性への責任がこれにあたる。近年は、CO2対策、オゾン層破壊防止、
地球生物の多様性維持、熱帯雨林保護などから、不公正競争取締と独禁法強化、
情報公開制度、製造物責任等々、外部・内部不経済への法的規制やガイドライ
ンづくりが活発であるが、企業として、これらにいかに対応するかが課題にな
る。
　　③r支援責任」領域
　メセナ、フィランソロピー、国際援助などに代表される社会支援責任である。
26拙稿「価値基準転換への対応のための新たな企業観察基準」『日本経営診断学会論集1』同友館，2001年，26
頁。
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この種の責任は、豊かで潤いのある社会があって、はじめて美しい企業の存立
が可能となるという認識から、社会に対して応分の支援をしなければならない
という自主責任である。
　上記3つの責任領域に、企業は独自性を維持しながら、適切なバランス型対応
をとることが今日求められている、という指摘である。
　これら3つの社会責任領域のうち、①「基本責任」と②「義務責任」につい
ては、企業が存続、成長を目指すうえで、当然のこととして対応しなければな
らない領域であることに疑いをはさむ余地はない。したがって、診断に当たっ
ては法規制の遵守、社会常識とのバランスなどを見ていくことになろう。しか
し、③の「支援責任」については、議論の余地が残る。
　そこで、この支援責任について、診断の際の留意点を見てみたい。
（3）社会貢献のバランス
　良い企業の条件として、利潤一辺倒ではなく、社会と共生する企業市民とし
て社会貢献を積極的に果たさなければならないという考え方で、社会投資の重
要性が強調されている。その結果、フィランソロピーとして利益の1パーセン
トを社会支援に拠出しようとする運動の「1パーセントクラブ」などの社会支
援や、メセナ活動などによる文化支援などの社会貢献活動などへの取組み方が
企業の大きな経営課題になっている。
　これらの活動は、長期的に見れば、地域社会との良好なリレーションシップ
を築く中で、自社の経営哲学を理解してもらい、信用の増大を図るという意味
でのPR（パブリック・リレーションズ）活動の一環ともいえるが、その成果
が短期的に目に見えるものではなく、「企業は限られた経営資源を効率的に運
営し、そこから得られた成果（利潤）は、次なる成長に向け再投資するか、ある
いは株主に還元すべきだという議論も強い。したがって、企業の社会貢献は、
すべてのステークホルダー（株主、従業員など）が納得いく社会貢献である必要
がある」27ため、その実施にあたっては、いくつかの点に留意する必要がある。
　嶋口氏は次の3点を「社会貢献政策の三原則」28としてあげている。
　●企業の長期的な概念、目的、ドメインとの「一貫性」
　●企業の盛衰にかかわらず貢献を続けうる「継続性」
　●本当に社会が求める価値のある対象たるべき「社会必要性」
の原則である。
　また、三上富三郎博士は、経営診断の際必要となる、これらの社会貢献のチ
ェックポイント29を、下記のように具体的に示している。
27?繒[輝『マーケティング　パラダイム』有斐閣，2000年，228頁。
28同上書。
29三上富三郎『新版・現代経営診断論』同友館，1999年，284頁。
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　　①経営理念としての社会貢献
社会貢献は会社の経営理念として確立しているか。キレイゴトとしての社会
貢献ではなく、真に企業の基本的な哲学として確立されているか。っまり、表
向きは公益への寄付などしていても、内実では反社会的な企業行動が許容され
ていては意味がない。
　　②社風への反映
社会的貢献の理念があり、それが全社的な社風にまで反映し、高められてい
るか。つまり、経営者だけの理念ではなく、末端の一従業員のすみずみにまで
浸透した全社的な社風を形成していることが必要である。
　　③トップ・レベルでの確信と巽行
社会貢献がトップ・レベルの確信の上で実行に移されているか。それが経営
理念として確立し、社風に反映するためには、当然のこととしてトップ・マネ
ジメントのレベルでの確信があり、そのリーダーシップのもとでの実行がなさ
れていなければならない。
　　④社会貢献の組織化
企業の社会貢献を遂行する組織が社内に確立されているか。
　　⑤社会貢献の継続性
社会貢献は線香花火のような一過性のものであってはならず、継続性がある
か。
　　⑥長期的投資としての社会貢献
社会貢献は、コストとしてではなく企業の長期的な投資としてなされている
　か。この間題は、前項の継続性とも関連し、好況で利益があがる時は社会貢
献につとめるが、いったん不況で収益が悪化すると、ムダなコストとしてカッ
トするようなことがないか3°。
　三上氏は、企業の社会性の診断に当たっては、これらの点について詳細に検
討する必要があることを示唆しているのである。
結び
以上、従来の部門診断の手法に加えて新たな評価指標を開発し、それを踏ま
えた診断の枠組みと手順が、さらに研究される必要があることを指摘してきた
のであるが、われわれはその概略をつぎの図のようになると考えるものである31。
　経営診断にあたっては、これまで見てきた新たな観察基準による全体観察か
ら始めて、従来の既成概念にとらわれずに、ネットワークによる外部資源の利
30M者が副代表を務めるNPO法人・山梨メセナ協会（山梨芸術文化支援協会）の現状を見ると、平成ll年の発
足時には110社であった会員数が、不況の影響もあって平成15年では80社と減少傾向にある。
31ﾙ稿，前掲論文，26頁。
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用可能性と現実の利用度を含めた当該企業の実態を把握、社会性、経済性の評
価・点検をおこない、次にそれらの部門診断データの分析結果をもって再び全
体観察にリンクして「個別性・特殊性・歴史性の原則」32により再検討する、と
いう作業を伴う必要がある。そのような手順を踏むことによって、当該企業の
未来の姿を見据えた診断、コンサルティングが可能となるであろう。
　中小企業診断士は、もはや中小・零細企業のみを対象とした、弱者の「指導」
という立場をはなれて、企業規模の大小にかかわらず、これからの日本を担う
べき企業に対する活性化支援のための良きパートナーとして、依頼者との親密
性という側面では、総合病院の機能では果たしえない役割を持った家庭医的な
「経営コンサルタント」になるべく努力しなければならない。
　そのためには、上記の全体観察基準と新たな評価指標を前提に、医療診断に
おける伝統的手法、すなわち問診、視診、触診、打診、聴診の能力と、依頼者
（社）に対するカウンセリング能力の向上が不可欠であり、そうあってこそ、
「新しい経済の時代」にあって、資格制度としての診断士制度も生き、診断士
の生きる道も開けるものと考えるのである。
図表VI－8新しい診断の枠組みと手順
出典：拙稿「価値基準転換への対応のための新たな企業観察基準」
　　　『日本経営診断学会論集1』同友館，2001年，26頁。
32三上富三郎『新版・現代経営診断論』同友館，1986年，新版25頁。
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ケース・スタディーによる4S知モデルの検証X
はじめに
　この章では、第皿章で提示した「事業・製品の革新アイデア創出とコンセプ
ト化モデル（4S知モデル）」の概念的枠組みを、ヤマト運輸の宅急便、および
日清食品のチキンラーメンとカップラーメン開発のケースを使って例証する。
　これまでの章においては、さまざまなベンチャー指向型企業の事例を部分的
に参照しながらその理論的枠組みを説明してきた。
　この章では、これら二つの実例における革新的な事業・製品の開発過程を、主
に一人の人間によって行われてきた事例として取り上げ、革新的アイデア創出
のプロセス全体を説明するのであるが、そのような革新的アイデアの創出が、
必ずただ一人の人間の個人的な暗黙知のみによってもたらされる、ということ
を意味するものではない（もちろん、そういうケースも多いであろうが）。
　個々人の暗黙知である4S知を、組織の形式知として組織メンバーが共有して
「組織の4S知とすることは不可能ではない。企業におけるナレッジ・マネジ
メントの目的と重要性は、そこにこそ存在するのである。
1　ケース1一ヤマト運輸の宅急便
　ヤマト運輸の「宅急便」は、従来の商業貨物を主体とする路線運輸から脱皮
し、個人客のニーズに的を絞って郵便小包や鉄道小荷物に取って代わる新サー
ビスとして開発された、戸口から戸口への宅配サービスである。
　個人向け輸送サービスとして従来から扱われてきた郵便小包や鉄道小荷物は、
いずれも利用者が窓口へ依頼荷物を持ち込むことが必要であり、鉄道小荷物に
ついては受け取るときにも窓ロへ出かけなければならないという点で、利用者
にとって決して便利なサービスとは言えないものであった。
　また、この個人向け市場は、事業者側から見た場合、
　　●　いつ、どこの家庭から出荷されるか分からないし（偶発的）
　　●　どこに行くかも決まっておらず（非定型的）
　　●　その需要はつかみどころがないために
採算は取れないというのが当時の常識であった。
　しかし、あえてその常識に果敢に挑戦し、　「宅配便」という革新的サービス
商品を開発し、事業化に成功したのがヤマト運輸の小倉昌男である。
　ヤマト運輸のケースは、新規設立企業でなく事業開始からの期間が長い上、
大規模に経営活動をおこなっている企業でも、起業家による革新的アイデアの
創出とコンセプト化によってベンチャー指向型企業になりうることを示してい
る。
　また、とりわけ「ベンチャー指向型企業概念」が、有形財としての製品のイ
ノベーションに対して、物理的製品とは異なる性質を持つ無形財を商品とする
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「サービス産業や情報産業のイノベーション」をも含めて、業種・業態を横断
して明確に捉えることを可能にすることを説明できる好例であるといえよう。
　（1）　歴史的背量1
ヤマト運輸は、大正8年、東京京橋区に本社を置き、トラック4台で小倉康臣（当
時八三郎）が運送事業を開始した日本におけるトラック運送事業の草分けであ
る。当時、日本はまだ牛馬車輸送全盛の時代でトラックの台数は全国で204台（う
ち東京75台）にすぎず、貨物自動車運送が専門の企業として成り立つかどう
か不確かな時代だったため先端的な試みであったといえよう。
資本金は10万円で、社員は役員以下15名でこのうち常勤の役員は専務の小倉康
臣だけで、経営全体の統括にあたった。また、創業時には「大和運輸」という
社名で、ヤマトウンユと読ませていた。　（昭和57年にヤマト運輸と改称）
　ヤマト運輸の業績は、百貨店の老舗である三越の商品配送を一手に引き受け
るなどして順調に伸びた。とりわけ、大正12年の関東大震災の際には、復興の
ための輸送需要が急速に高まったこともあって、成長の促進要因になった。
　昭和4年には英国のカーターパターソン社を手本にして、東京～横浜間に、さ
まざまな会社から出る小口貨物を積み合わせる定期積合せ事業（路線事業）を
日本で最初のネットワーク輸送として開始した。対象となる荷物は、一般家庭
や商店主から出される小口雑貨と、三越から家庭向けに出荷される配送品が主
体であり、大和便として、一般市民に親しまれた。
　この定期路線事業の開発によって、昭和9年には資本金を倍額の50万円に増資
するなど、銀行の倒産などが相次ぐ経済不況の中で業績は順調に推移した。
以後、東京から八王子、高崎、宇都宮、水戸、千葉と、定期輸送網を拡張し、
昭和10年には関東一円のネットワークが完成した。この時点での総路線営業キ
ロは1081．1キロメートルで、運行系統14、直営営業所48ヶ所、車両151台、従業
員500名の一大トラック運送会社になった。また、昭和20年度売上高は392万円、
経常利益は49万円で、利益率は12．5％にのぼった。
太平洋戦争の終戦後、ヤマト運輸はすぐに業務を再開し、380・名にまで減って
いた従業員は昭和22年前半までに大部分が復職し、車両の稼働率も昭和24年に
は85％になり、進駐軍の作業への進出や路線事業と百貨店配送の再開によりす
ぐに利益を上げることができたが、終戦からの10年間で日本のトラック運送事
業は、大きく変化していた。
昭和25年以降、西濃運輸や日本運送など関西の路線業者が台頭しはじめ、特に
東京と大阪を結ぶゴールデンロードと呼ばれた東海道は、大手路線会社によっ
1この項の社歴、事業歴の細目については、『ヤマト運輸70年史』に全面的に依拠している。
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て激烈な競争が繰り広げられた。
図表X－1ヤマト運輸の革新アイデア創出プロセスー4S知モデルによる分析
　　　　　一クロネコヤマトの宅急便一
①社会・経済的動向及び法規制
・郵政による信書の独占・人件費の高騰・路線免許の許可制・鉄道貨物の伸び悩み
②マネジメントテクノロジーの利用可能性
・マーケティング手法の普及とマネジメント手法の発達、　米国における先進宅配事業
　の発展
③科学的テクノロジーの進展度
・通信インフラの整備・物流機器の発達・高速道路網の整備
　　　　　　　　　　　　：〔亙インフオメーシ・ンとしての情報
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〉
革新マインド 路線便の行き詰まりによる経
営危機と大ロ顧客の値下げ要
インスピレーション 個人向け宅配サービス
科学的思考技能 マネジメント的思考技能 市場観察センス
・ネットワーク化技術
Eコンテナ中継システ
?ﾔ両の開発
E冷蔵冷凍車の利用
E情報通信技術
・メニューの絞込み《事
ﾆドメインの明確化》
Eハブ・アンド・スポー
N・システム
E取次店制度
・鉄道小荷物、郵便小包の
s便さ
E個人向け市場の規模と、
ﾄ国USP社の事業への着目
システム指向技能
　　　　　　　　　　　　　革新的事業アイデア創出とコンセプト化
　：クロネコヤマトの「宅急便」コンセプト《クール宅急便、ゴルフ・スキー宅急便含
む》
こうした長距離輸送は、戦前までは鉄道の仕事とみなされていたが、道路の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　雄
整備と車両の性能向上によってトラックが鉄道に代わり国内貨物輸送の主導的
な地位へと躍り出たのである。このような中で、ヤマト運輸は戦前に構築した
大和便のネットワーク再開に力を入れたのである。
　また、主力となる業務は依然として路線トラックであったが、国鉄の貨物駅
の開放に伴って通運事業も開始した。加えて、利用航空運送事業、港湾運送事
業、梱包業務、美術品輸送業務、トラベルサービスなどにも経営の多角化を進
めた。’
　しかし、この多角化戦略も、国鉄の拙い営業戦略と労使関係の悪化によって
貨物の取扱量が頭打ちになったため、この影響を受けてヤマト運輸の通運収入
も伸び悩んだ。つづいて百貨店部門の利益も年々減り始めた。
そんな中、昭和49年にオイルショックがおきたことを受けて、全取引高で5％
を占める最大の顧客である三越百貨店から配送料金の引き下げを要求されたな
どして、年に1億円以上の赤字を出す状態が続いた。
また、基幹業務のトラック運送は貨物の取扱量のわりに運賃収入が少ない近距
離主体だったため、長距離路線で稼ぐ同業他社に遅れをとっていた。そのため
に、昭和35年度の売上高経常利益率は3．1％だったが、昭和40年度には1．7％に
落ち込んでしまった。
さらに、昭和48年度の路線事業の輸送量を100とすると、49、50年度ともに約
75％程度に減少した。48年の黒字から一転して、業績は通運事業とともに急激
に悪化していった。その上49年には、約800人の人員削減を行ったが、50年には
組合との業務振興協議会で、一時帰休実施の提案までなされる状態となった。
　（2）　革新マインドの発揚
　ヤマト運輸が利益を下げつづけるのに対し、西濃運輸などの関西勢は長距離
路線で高い利益率を誇り、急速に発展していた。
　路線トラックの会社は昭和40年代後半、全国で約400数十社あったが、売上高
に対して営業利益率が7％以上の会社をAクラスとし、以下同じように5％以上
の会社をBクラス、2．5％以上の会社をCクラス、そして赤字の会社をDクラスと
すると、ヤマト運輸はCクラスであり、やがてDクラスに転落するのは必至であ
った。
　これに対し、小倉昌男社長（当時）は、
「不況のせいで、全国の同業者が、全部赤字であるならば仕方がないが、競争
相手が儲かっているのに、自分の会社が赤字であるというのは、社長として、
なんとも耐え難いことである。当時、どうしたら業績が好転するか、私は日夜
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そればかりを考えていたのである。」2と当時を振り返っている。
ただし、当時のヤマト運輸は他社に比べて大きなハンディを抱えていた。
　ヤマト運輸の本社は東京にあるが、他の路線トラック会社は日本通運と西武
運輸を除いて、本社はすべて地方にある。例えば、西濃運輸は岐阜県大垣市、
福山通運は広島県福山市である。
　しかもヤマト運輸は労働組合がしっかりしているため、賃金べ一スは1人当た
り月給べ一スで平均5，000円以上も他社より高かった。
運送業は、典型的な労働集約産業であるためコストに占める人件費の割合は一
般的に60％にものぼる。それが月給5，　OOO円でも違うとなると、ヤマト運輸を取
り巻く環境は決して楽観できるものではなく、普通のことでは競争に勝つこと
はできない。
つまり、商業貨物の長距離輸送市場で遅れをとり、負け犬になったヤマト運輸
は、既存の路線上で今後いくら営業努力を重ねても、業績が好転する見込みは
薄かったのである。
それを自覚したとき、より一層の発展を望むのならば、事業転換をも視野に入
れた新市場の開拓のほかに、選択の余地がない状況であったともいえよう。
　Cクラスに転落しているとはいえ、戦前は、大和便の名前で関東地方の市民に
親しまれ、日本一のトラック会社と自他ともに認めていたヤマト運輸であれば、
そのプライドを維持するためにも、この個人宅配の分野における新規事業をぜ
ひとも成功させたい思いもあったのであろう。
小倉昌男は次のようにも述べている。
「そもそも路線トラックというものは、不特定多数の荷主を対象とする公益事
業である。しかしヤマトの場合、春闘によるベースアップで、人件費が高騰し
たこともあって、家電メーカーなどの大口荷主の貨物ばかりを運ぶようになっ
た。その過程で、割の合わない個人の荷物を切り捨ててしまった。これは、ト
ラック会社の経営者として申し訳ない。もうからないから辞めてしまうという
のでは情けないではないか。それをやるのが、経営者の意地ではないか。起業
家魂というと格好良いが、経営者のロマンというか夢を追うような気持ちがあ
ったのである。」3
それまで個人宅配市場が未開拓4だったのは、運送業者にとってあまりにデメ
リットが大きいと思われたからである。例えば、
2小倉昌男『経営学』日経BP枇1999年，68頁。
3小倉昌男，同上書，71～72頁。
4Microsoft，　thcarta　97　theycloρedia　Microsoft　Corporation，1993－－1997．1974年（昭和49）に東北地方の
中堅運送会社の三八五（ミヤゴ）貨物が「グリーン宅配便］を創設、翌年に日本貨物が「ハト便」を開設したが、
ともに取り扱い件数などの記録はのこっていない。
痂
　　　●　どこから需要が発生するかが不明であること
　　　●　どのくらい需要があるかの予想がつかないこと
　　　●　荷物のすべてが1個口であるため効率が悪い
などの点が考えられる。
　当時の同業界では、これでは採算性など全く考えられないというのが常識で
あった。けれどもヤマト運輸の場合、それまでの常識にとらわれているわけに
はいかなかったのである。
商業貨物の市場で長距離路線事業に遅れをとって競争に敗れ、新しい別の市場
への転換を考えているのに、常識的に判断してデメリットがあるからやらない
と言ってしまったら初めから話にならない。ではどうしたらデメリットを抑え
ることができるのか、それを考えるのが経営者としての小倉昌男の役割であっ
た。
　その方法を思いつき、実行することができれば、競争相手は郵便局だけで5民
間企業は1社もないから、この市場を制覇することも夢ではない。自社の業績が
悪化しつつあったことをきっかけとして、路線事業としての使命感と、伝統あ
るトラック会社のプライドにかけて、小倉昌男は新しい市場に挑戦しようと考
えたのである。
　（3）　市場観察センス
　　①二つの市場
　運送市場全体は大きく二っに分ける事が出来る。第一は、商業貨物の輸送市
場である。これはさまざまな産業活動に伴って発生するもので、流通活動を支
える物流に非常に重要なもので大口の貨物も多い。そしてトラック会社の営業
は、当時ほとんどがこの商業貨物を対象とした輸送市場で行われていた。
　第二は個人生活関連の輸送市場である。この市場は、貸し切り輸送と小口輸
送に分けることが出来る。貸し切り輸送の代表的なものは引越し輸送で、この
市場には一般のトラック会社がたくさん参入していた。それに対して、小口輸
送の市場にはトラック業者は全く参入していなかった。
　なぜなら、前述のとおり、荷物がいっどこの家庭から出荷されるかわからな
いし、どこに行くかも決まっておらず、その需要に掴みどころが全くないから
である。昭和40年代後半の時点で、この個人向け輸送市場で事業を展開してい
たのは郵便局だけである。
　また、民間業者が個人向け輸送市場に参入していなかったもう一つの理由は、
5同上書，鉄道手荷物での標準的な重量はそれまで40～80kgで、それ以下になると20kg以下の郵便小包となり、
これはかなり高額な料金であり、のちには12kg以下に制限されるという不便さがあった。
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信書が、郵便法で郵便局以外の者の取り扱いを禁じられており、それに違反す
ると3年以下の懲役という罰則があるからだった。（外部環境としての法的規制）
　それまで、第一一の商業貨物の輸送市場を主体に営業を展開し、この市場の中
での多角化によって路線トラックだけでなく通運や航空海運など総合営業を推
進していたヤマト運輸であったが、やはり最初は当時の業界他社の例にもれず
個人向けの輸送市場は手付かずだったのである。
　「仕事を変えるとすれば（＝変えなければならないという、革新マインド）、第二の市
場つまり個人の荷物の宅配が頭に浮かぶ（市場観察センス）。百貨店配送で培った
小口配送のノーハウや分別システム（マネジメント的思考技能と科学的思考技能）を
もっているヤマト運輸なら、参入できるかもしれない6。」（カッコ内は筆者）
　　②市場の規模
　次に小倉昌男は、参入しようとする個人向け輸送市場の規模を調査した。東
京中野区中央1丁目および2丁目の約2、000所帯をヤマト運輸社員に一戸一戸回
らせ、小荷物が1年間に何個くらい出ているのか調査させたのである。
　すると青梅街道に沿った住居と商店の混在した地域は、各所帯平均して二個
くらい出荷していることが分かった。また、利用した輸送機関はほとんどが郵
便小包であったが、実際の個数はそれよりもかなり多いと推測された。
なぜなら、盆暮れの贈答品などは荷造りして郵便局に持ち込むのは面倒だから、
百貨店で購入し、そのまま発送を百貨店に委託する場合が多いからである。
当時、郵便小包の年間取り扱い個数は約1億9千万個、国鉄小荷物は約6千万個
であったから、既存の小荷物輸送機関で扱っていた総量は約2億5千万個とみら
れていた。仮に、1個当たり500円とすると、1250億円の市場と推定する事が出
来る。
　これらの調査から、個人宅配市場は決して小さな市場ではなく、ヤマト運輸
が商業貨物の輸送市場から離れて、本格的に取り組むべき市場として十分な規
模であることが分かったのである。こうした市場調査をおこなうこと自体、当
時のトラック運送業者には珍しい事であった。
　　③トラック運賃の仕組み
　原則的に、トラック運賃の仕組みは、長距離逓減と重量逓減の方式が採用さ
れている。そのため、荷物を運ぶとき距離が遠ければ遠いほど、重ければ重い
ほど相対的に運賃は安くなる。このうち、東京と大阪の距離はどのトラックで
運ぼうと変わらないため、距離に関してはどこの会社も条件は一緒である。だ
が、重量の方は　たとえトラックのサイズが同じでも、積荷の内容は会社によ
ってそれぞれ違うから条件が違ってくる。重量逓減ということは、積み荷の中
6小倉昌男，前掲書69頁。
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に重量品が多ければ、一台当たりの運賃収入は相対的に安くなり、軽量品が多
ければ、高くなるはずである。
　さらに詳しく説明すれば、運賃の計算は1口（出荷元と届出先が同一の契約）
ごとに行うので、重量品というのは単に目方が重いというのではなく、要する
に、1口当たりの個数がより多いということもあるのである。
　そのころ、営業利益率が7％以上の路線会社の荷筋は、1口5個以下の貨物が
多く、5％以上の会社は大体10個以下であった。ヤマトは50個前後が多かったた
め、利益率が低かったのである。一個口の荷物を集めるのにはコストがかかる。
けれども、小口の荷物を効率良く混載すれば、コストに見合う以上の運賃が稼
げるはずだ、とヤマト運輸の利益率の低さをきっかけに、教訓として学んだの
である。
　（4）　マネジメント的思考技能
　　①吉野家のメニューの絞込み
　小倉昌男は、良いトラック運送会社は、どんな荷物でも量の多少に関わらず、
いつでもどこへでも安い運賃で運び、荷主に喜ばれる会社でなければならない
という理想と、そしてその目標に向かって努力すれば、同業他社を抜いて業界
のトップ企業になれるという信念を持っていた。
　しかし、商業貨物の市場での競争に敗れ、どのように挽回しようかと考えて
いた時に、ふと、かつて読んだ吉野屋の新聞記事を思い出したのである。何で
も運べる良いトラック会社になるというのは非現実的で抽象的な理屈にすぎな
いのではないだろうか。それよりも、記事にある吉野家のように、メニューを
思い切って絞り、個人の小荷物しか扱わない、むしろ扱えない会社になった方
がよいのではないだろうか。広く何でもやれる会社と、狭く一つのことしかや
れない会社のどちらに可能性があるだろうか。吉野家の場合は、「牛丼ひとす
じ」いう新しいコンセプトによって新業態を開発し、チェーンを展開して繁盛
している。いわば事業ドメインを絞り込み、そこに経営資源を集中することに
よって競争優位を保っている。
一方ヤマト運輸は、昔から消費者に近い小規模企業や家庭から出る小さな荷物
を得意とする会社である。ならば吉野家にならって事業ドメインを限定し、対
象とする市場を変えて新しいコンセプトをもとに新しい業態を開発したら、新
たな展開が開けるのではないだろうかと考えたのである。
　業種、商品ともに全く違う吉野家の「メニューの絞り込み」から得た「個人
の荷物しか扱わない」というヒントは、低迷していた多角化戦略の対極を行く
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ものであったが、先行していた米国のUPS社による宅配便の成功7がこの考えを
後押ししたのも事実であろう。
　　②取次店の設置
　この「個人の荷物しか扱わない」ことによる効率化、コストの削減という「イ
ンスピレーション」も、これを採算のとれるビジネスとして具体化することは
容易ではない。個人の宅配市場は、需要の発生が偶発的で散発的であり、それぞれ
が一一一一“個口であるために集荷コストが運賃に見合わない結果、「誰がやっても赤字にな
る」というのが当時の業界の常識的な見方であった。
　しかし、果たして本当に個人の宅配の需要は偶発的で散発的なのだろうか、
というところから小倉は始めている。
　この疑問は、一つの仮説へと発展した。人間が生活し、その必要から生ずる
輸送の需要は、個々人から見れば偶発的でも、マスとして眺めれば、一定の量
の荷物が一定の方向に向かって流れているのではないか。個々の需要に着目し
ているうちは対応の仕方がわからないが、マスの流れに注目すれば、対応の仕
方があるのではないか、と考えたのである。
　例えば、ターミナルに配属された9トントラックで、工場に集荷にいく代わり
に、住宅地に設けた小さな営業所から小型トラックを50台出して、住宅や商店
主をこまめに回って、荷物を集めたらどうかというハブ・アンド・スポークス
8（hub　and　spokes）の発想である。
　その実現のために彼が考えたのが取次店制度であった。酒屋とか米屋など家
庭の主婦になじみのある商店に取次店になってもらい、主婦には取次店まで荷
物を運んでもらう。あとは、ヤマト運輸の集荷車が各取次店を回って営業所に
荷物を集めるという仕組みである。　こうした取次店を設置することにより、
ヤマト運輸は効率良く荷物が集められるのである。
　　③集配ネットワークの構簗
　個人宅配市場を開拓し、ハブ・アンド・スポーク方式で集配するために必要な
のは、各家庭から荷物を集める取次店だけにはとどまらない。最も必要とされ
るのは全国規模の配達ネットワークの構築である。
　しかし、ここでも郵政による「信書」の扱いの独占と同様、既存秩序の維持
を目的とする法規制の壁9と戦わなくてはならなかった。路線免許の問題につい
7米国の企業であるユナイテッド・パーセル・サービス（UPS）。この会社は小荷物分野においては郵便局を圧倒
する扱い規模を持つ。
8車輪の中心部（こしき）のことから、地域、宇宙の「中心、中枢」を指す。一般的には「ハブ空港」などと
して使用され、自転車のハブから外側のタイヤに向かってスポークが放射線状に伸びるように、ハブ空港から
国内外の近隣空港に路線が伸びるような要の空港のことを言うときに使われることが多い。
91983年に発売をした、郵便小包への対抗商品である「Pサイズjの新料金申請の際にも運輸省と深刻な摩擦が
生じた。
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てはローカルのトラック事業者、行政当局とのあいだで、粘り強い交渉が続け
られ、沖縄県を含めた全国ネットが完成するのは昭和61年のことである。
　個人の宅配小荷物は、全国あらゆる場所に配達しなければならない特性を持
つ。従って、特定地域、あるいは特定の地域間だけの営業許可だけを持ってい
れば事足りるというものではない。この点が商業貨物と違う点である。
しかし、トラック運輸事業にかかわる従来の法律は、その制定の時点からヤマ
ト運輸が構築しようとするような全国的なネットワークは前提としていないも
のであった1°ため、当然のことではあるが大きな壁として立ちはだかったのであ
る。
図表X－2　ヤマト運輸の宅急便事業の体制
???
田
??
???ー ?ー? ?ー?
小口配
???ー
EEl
独自開発の集荷システム 路線トラックの応用 百貨店配送の応用
（5）　科学的思考技能
10トラック免許には、「区域」と「路線」があり、運輸省が許可権を持つ。宅配便事業は混載が可能な「路線」
免許が必要であり、しかも、新しい地域に事業区域を拡大するためには、そのたびごとに当該地域の免許が必
要であった。
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　個人宅配は、いつどの家からどんなかたちの荷物をどこに運ぶのか決まって
いないため、集配効率が極めて悪い。小倉昌男は、このような業界の“常識“を
あえて疑い、逆にどうすればこの市場で効率良く集配作業ができるかを考える
ところから始めた。そして立てた仮説が、上記のような全国規模の集配ネット
ワークを築けば、ビジネスになるというものである。
大量輸送が可能な商業貨物の輸送事業は利益が出るのが当然と考えられてい
たのに対し、個人宅から出る宅配の事業は、たった一個の荷物を集荷し配達す
るという極めて効率の悪い仕事であるためどう考えても絶対赤字になると思わ
れていた。実際に全国的な小荷物輸送のネットワークを形成すれば、作業は実
行できるだろうということは思いついたが、赤字になるのであれば元も子もな
い。
　ネットワーク事業の採算ということを考える際、代表的なものとしては電話
がある。
　戦後しばらくはすべての家庭に電話があるわけではなかった。主なものは業
務用であり、電話を引くときには、債権を買い電柱を立ててもらう必要があっ
た。それが次第にすべての家庭に電話が普及するようになると、利用度が高ま
り、電話は儲かるビジネスになっていったのである。
　なぜなら、最初のうちは電話事業も黒字の地域と赤字の地域が混在する状態
であるが、赤字の部門を黒字の部門が埋めて、トータルで利益が出るようにな
れば儲かるからである。
個人小荷物の宅配事業も電話事業と同じように、ネットワーク全体で収支を見
ることになる。はじめはネットワークを作るためにコストがかかる上、利用度
が低いうちは収入も少ないため赤字になることは必至である。しかし、ネット
ワークができ、利用度が高まって黒字部門が赤字部門を補って余るようになれ
ば、損益分岐点を超し、利益が出るはずである。
　このような思考プロセスは「マネジメント的思考技能」の所産であろう。し
かし、その具体的な実現に向けては「科学的思考技能」によるサポートがあっ
たことも見落としてはならない。
　情報技術と輸送技術の発達と、それらの外部環境の状況を理解し、消化して
自らのものとし、使いこなすことを可能とした「科学的思考技能」である。コ
ンピュータの発達などにより、どの荷物がどこのター一一一ミナルを何時に通過した
かの記録が確実にとれ、自動分別が可能になることによって、荷物の誤配や紛
失事故が減少し、配送時間の短縮も図られて信頼性と利便性が増したからであ
る。
　また、ハブ・アンド・スポーク、すなわち分散した地点からの拠点への集荷、
拠点での分別と次のハブ（拠点）への移送については、その効率化のために、
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積荷を荷台から荷台へ積み替えるのではなく、コンテナごと交換してしまう
トレーラーシステムなどをはじめ、宅急便のオンラインシステム、当時登場
間もなかったバrコードを使用した専用端末機であるNECO－POSなど様々な物
流機器が導入され、あるいは開発されたのである。
　（6）　システム思考技能
ネットワークの損益分岐点を超さない限り、たしかに宅配事業では利益は出な
いが、ネットワークの上を荷物がどんどん流れる仕組みを作れば必ず損益分岐
点を超え、利益が出るという性質のものであり、効率が悪いから絶対に儲から
ないとは限らないということを小倉昌男は見抜いていた。
しかし、その実現のためには様々な隙路が生じたはずである。革新マインドを
核として生まれた事業革新インスピレーション実現のための個々の障害は、そ
の目的達成のためにはあるものは一部妥協しながら11、4S知をシステム的に統合
するなかで解決していったのである。
このヤマト運輸が開発した宅配便市場は、後発の同業者も次々に参入12しその
後も拡大を続け、同社固有の商標である「宅急便」は宅配便というサービス商
品一般を表わす普通名称化するほどに普及したが、その後同社はさらに「ゴル
フ宅急便」、　「スキー宅急便」などの新サービスを開発、　「ベンチャー指向型
企業」として発展している。
U路線便の免許が下りない地域については、当局との粘り強い交渉の傍ら、当初小型車利用のローカル便を利
用してネットワークの補完をした。
121977年には日本通運がペリカン便を、81年には日本貨物がフットワークをそれぞれ開始した。1997、年現在、
全国で39社が参入、年間10億個以上の小包が宅配便ではこばれている。
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2　ケース2一日清食品のチキンラーメンとカップヌードル
　（1）　外部環境の変化と歴史的背景
　即席ラーメンの開発者であり、日清食品の創業者でもある安藤百福は、1948
年、戦後の闇市に存在するラーメン屋台に並ぶ人々の長い行列を見て「こんな
に執着するほど、ラーメンには魅力があるのか」】3と感嘆した。
　この年、　「食料配給公団」は、前年に発表された経済危機突破緊急対策方針
に基づき、不足していた米、麦類、芋類、雑穀類およびその加工品を一括して
全国に配布することを目的に発足した。このような食料供給体制が逼迫した社
会体制の中で、わが国経済は1950年に勃発した朝鮮戦争を契機に特需景気を迎
え、次第に食料の配給統制も撤廃され、1952年6月には小麦粉も統制撤廃品目と
なった。
　ところが、19ら4年に締結されたアメリカとの余剰農作物購入協定は、学校給
食を中心としたパン食の粉食奨励運動の契機となったが、この奨励運動には東
洋の文化に根ざした麺類は入っておらず、パン食を主眼にしたものであった。
　当時のラーメンやうどんと言えば中小、零細企業の分野のもので、アメリカ
の余剰農産物である大量の小麦粉を加工し、配給するパイプが存在していない
ため、工業化は困難であった。また、それ以上に夜泣きそばやラーメン屋台の
イメV・一・・ジがあり、研究や工業化の対象とするには、あまりにも簸小と思われる
のが当時の常識であった。
　そのような社会、経済的な状況にあって、「チキンラーメン」という革新的
商品によって、それまでにない全く新しい即席麺市場を創出したのが現在の日
清食品であり、その源流となったのは、昭和23年9月に泉大津市汐見町に資本金
500万円で設立された中交総社である。
　同社は、昭和24年にサンシー殖産と商号を変え、大阪市北区曽根崎に移転し
て、食品の貿易、卸・問屋などの業務を手広く商っていたが、その後、休眠状態
にあったのを、昭和33年チキンラーメンを開発、販売に際して日清食品として
引き継いだ会社である。
「チキンラーメン」がわが国ではじめて開発されたのは1958年であるが、1954
年に「即席ポタージュ」、1955年に「即席カレー」などがインスタント食品の
先行商品として既に販売されており、それらとともにインスタント食品ブーム
にみられる「食の簡便化」指向、言い換えれば消費者のライフスタイルの変化
に対応する形で、いまだ表面化してはいなかったものの、即席麺に対する潜在
的な需要も急速に高まっていた時期であるといえる。
13日清食品社史編纂室『食足世平一・日清食品社史一』日清食品，1992年，49頁。
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図表X－3日清食品の革新アイデア創出プロセス①一4S知モデルによる分析
　　　　　　一　チキンラーメンの開発　一
①社会・経済的動向及び法規制
　・ライフスタイルの変化　・大規模小売店によるセルフ販売方式の普及
　　マネジメントテクノロジーの利用可能性
　・マーケティング手法の輸入と生産管理技術の導入
　　科学的テクノロジーの進展度
　・各種食品量産自動機、包装機器の開発機運の高揚
〈インフtメーションとしての情報〉
革新マインド ・粉飾奨励政策への不満
・経営中の事業の失敗
インスピレーション
外食メニューであったラ
ーメンの、インスタント化
と工業化
科学的思考技能 マネジメント的思考技能 市場観察センス
・油熱乾燥法
Eポリセロのラミネー
g加工包材の利用
・大量販売に対応可能な大量
ｶ産手法
E店頭デモンストレーション
EテレビCMの展開
・闇市のラーメン屋台に
ﾀぶ、飢えた群集
E他のインスタント食品
J発への着眼
f個食化への着眼
システム指向技能
　　　　　　　　革新的事業アイデア創出とコンセプト化
＝お湯をかけて2分間で食べられる「即席麺（チキンラーメン）」コンセプト
　　（2）　革新マインドの発揚
日清食品創業者の安藤百福（現日清食品会長）は青年期に、栄養にかかわる研
究、病院用栄養食の開発、塩業や漁業への関心などさまざまな事業を経験し、
48歳のときに、　「チキンラーメン」を、その後に「カップヌードル」を開発し
たのであるが、その根底には、幼少期にはぐくまれた商才があり、幼いときに
繊維織物問屋を営む厳しい性格の持ち主の祖父から授かったしっけや、当時の
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家業の活気が、安藤百福のアントレプレナーシップを育む原点になったという。
その意味では、アントレプレナーシップの中心となるべき「革新マインド」は
既に幼少の頃から知らず知らずの内に醸成されていたと見るべきであろう。
　その安藤百福は、1948年、戦後のヤミ市のラーメン屋台に並ぶ空腹を抱えた
人々の長い行列を見て、　「こんなに執着するほどラーメンには魅力があるもの
なのか」と感嘆すると同時に、人々の「食」に対する欲求、執着の強さをあら
ためて実感した。しかし、ラーメン屋台の行列を見ただけでラーメン開発にす
ぐに結びついたわけではない。
安藤百福は、「焦土に立って抱いた、食品産業に対する私なりの使命感、ラー
メンの屋台に並んだ長い行列にこめられた消費者の願望…しかし、長い間、そ
うしたことは頭の中でバラバラに漠然と存在しているにすぎなかった。私の考
えが結晶するには、他のすべてを失い、周囲の環境が変化するという決定的な
触媒（理事長職にあった信用組合の倒産）が必要だった。」14（カッコ内は筆者）
と述べ、一度は成功した事業と財産を失い、裸一貫、絶対の窮地から出発した
からこそ、並でない潜在能力が発揮できたのではなかったか。
逆説的にいえば、既存事業の失敗がなければ、新規事業に賭ける情熱もさほど
持てなかっただろうし、即席麺を生み出すエネルギーも生まれなかったのでは
ないとかと壊述している。
　これは、安藤百福が理事長を務めていた信用組合が1955年に倒産し、すべて
の財産を失ったことが、即席麺開発に向けた革新マインドの発揚のきっかけで
あり、また強力な促進要因としても働いたことを示しているといえる。
　さらに、ラーメンに対する大衆の潜在的ニーズに着目していた安藤百福は、
東洋文化に根ざした「麺類を中心とした粉食奨励」を、次のように厚生省に申
し入れた。
　「粉食イコー一ル、パンでいいのだろうか。パン食は本来、副食物をたくさん食
べないと栄養が偏ってしまう。日本ではパンとお茶だけですませている。東洋
の伝統食である麺類をどうして粉食奨励に加えないのですか。」
しかし、この主張は受け入れられず、
「偉そうにおっしゃるなら、安藤さん、あなたが研究したら…」15と勧められた
のである。
　このことも後の即席ラーメンの開発、事業化構想の動機になったという。
このように、即席ラーメンが誕生する背景には、戦後の食糧不足という社会的、
経済的背景と、ラーメンに対する大衆の根強い需要の存在、そしてそれ以上に、
麺文化に対する安藤百福の東洋人としての執着心と事業化に向けてのアントレ
14ﾀ藤百福『苦境からの脱出』フーディアム・コミュニケーション，1992年，77頁。
15同上書，81頁。
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プレナーシップがあった。事実、食糧不足下の1948年にすでに、安藤百福は国
民の栄養失調を改善する目的で、国民栄養科学研究所を設立しており、即席ラ
ーメンの開発・事業化はこの国民栄養科学研究所にゆだねられていた。
しかし、当時の研究所の所員にはラーメンを事業化することの可能性、必要性
が理解されず、ラーメンの大規模工場生産化はこの時点では実現しなかったの
である。
その後安藤百福が理事長を務めていた信用組合が1955年に倒産し、すべての財
産を失ったが、経済も、文化・芸術にしても、食がまず満たされていなければ
成立しない。食こそがすべての基本であり、順番からいえば、“衣食住”では
なくて“食衣住”というアントレプレナーシップに基づく理念と発想から、再
度ラーメンの大規模工場生産化というアイデアを具体化することに乗り出した。
　ここに理念としての「食へのこだわり」が、　「食こそすべての原点である」
という確信、そして揺るぎなき革新マインドへと結実したのである。
　（3）　科学的思考技能
　1958年8月、即席ラーメンの事業化は、安藤i百福によってサンシー殖産（日清
食品の前身）でスタートした。大阪市東淀川区田川（現・淀川区剛ll工場）の
約1，　OOO平方メートルの工場跡の倉庫を改造した工場で、25・名の従業員によって
生産が開始された。1日当たりの総生産量は当初、約300食にすぎなかった。
当時の即席ラーメンの製造方法は、
????
●
ものであり、
　安藤百福が製品開発に着手した際に最も苦労したのは、いかに効率よく麺を
乾燥させて保存性を高め、かっ食べる直前に手軽に調理できるように加工する
かという点であり16、さまざまな試行錯誤の結果たどりっいたのが、油熱乾燥法
であったのである。
コムギ粉、カン水、スパイスなどに水を加えてこねる
製麺機で圧延の後、線状に切り出す
麺を高熱で短時間煮蒸す（でんぷんのアルファー化）
チキンラーメンの場合はスープの中に麺を浸すか、味付きスープを麺に
噴射するかなどして味付けする
金網の枠に入れて成形した麺を、枠にいれたまま油で揚げて（多孔質化
と水分の除去）完成する
　　　「味付け油処理麺」と呼ばれるものであった。
16Microsoft，　Encarta　97　Encycloρedi’a，1993－1997．　Microsoft　Corporationの食品加工（FQod　Processfng）
技術は、食物を安全で食べやすく、消化吸収しやすい状態にし、かつ保存性、貯蔵性、輸送性、簡便性、商品
性など、さまざまな機能を付加するために食品原材料を加工することをいう。保存用食料は、栄養価はもちろ
んのこと、外見や風味、口当たりの面でも食欲をそそるものであることが必要とされる。
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　これは「油熱による乾燥、多孔質の形成…　油熱で乾燥した麺の塊にお湯
を注ぐと、多孔質部分に湯が行き渡り、ゆで上がりの状態に復元できる」】7とい
うものであり、安藤百福によってラーメンの加工に導入された全くの独創的発
想による技術である。この「お湯を注ぐと、ゆで上がりの状態に復元できる」
という新製品の特徴によって、当時即席ラーメンは、　“魔法のラーメン”とも
呼ばれた。
　しかし、油熱乾燥の技術自体は特別新しい物ではなく、ましてや安藤の独創
的「発明」でもない。　「天ぷら料理」などに古くから広く使われてきている。
　彼の「独創」は、既に社会的な資産となっている技術を知識として持ってい
たこと（＝科学的知識）、そしてそれを自らの製品開発に生かす技能を持って
いたことから（＝科学的思考技能）生まれたのである。
　即席ラーメンは、試作段階では1食ずつ手作業で無地のセuハンに包んでそれ
をさらに包装した後、異物検査や商品呈示のために袋の中央に透明な「のぞき
穴」の部分を作るという手工業的生産方法で製造された。　麺の包装は、袋に
加工された包材に、手作業で1食ずつ入れては、足踏みシーラーで封をしていた
が、やがて自動包装機械が登場18し、それに代わった。当時のいわゆる「ポリセ
ロ（防湿セロハンとポリエチレンの二層フィルム）」と呼ばれる包材と自動包
装機械は、即席ラーメンの開発に伴い生み出された新素材・新技術であり、こ
の製品のために生み出された「包装技術と素材」は、その後、技術的な社会的
資産として菓子をはじめ食品一般の産業の発展に広く貢献することとなった。
即席麺の生産量（田川工場）は、これらの新技術の導入により、日産300食か
ら次第に増加し、1959年4月ごろには、6，000食にも達していた。
このように従来なかった全く新しい食品をヤミ市の中から発想し（インスピレ
ーション）、試行錯誤の研究を重ねた後、即席ラーメンを開発・発売し、事業
化したことはまさに、日清食品の創業者安藤百福の革新マインドと科学的思考
技能に基づくものであり、ラーメンといういわばマイナーな食品を工業的に量
産しようという発想は、人々のライフスタイルの変化、スーパーマーケットの
発展によるセルフ販売方式の普及を的確に捉える「市場観察センス」と、それ
に対応できる「マネジメント的思考技能」なくしては起こり得なかったのであ
る。
さらに、子供の頃から自活し、炊事を自らの手で行っていた経験から、食品を
「揚げる」という調理保存加工技術の知識を「油熱乾燥法」という知恵に置き
換えた、科学的思考技能の高さも見落とせない。
17日清食品社史編纂室，前掲書，52頁。
18「三方シール機」と呼ばれる自動包装機は、即席麺の包装作業における自動化の必要に応じて、大森自動機
というメーカーによって開発された。
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このように見てみると、創業当時の日清食品は地味ではあるが科学技術を基礎
とする一種のハイテクベンチャーであり、その一方ではマネジメント技術を応
用したプロセスベンチャーでもあったことが理解できるのである。
　（4）　社会・経済環境の変化一袋麺市場の成熟化
　昭和40年代に入り、即席麺（袋麺）市場は成熟期を迎え、売上高は伸び悩み
つつあった。飲食業界では資本の完全自由化（1969年3月・第二次資本自由化）
が進められ、ファーストフードが登場し、若者の価値観やライフスタイル、食
スタイルにも大きな変化がもたらされた。開放的なイメージのファーストフー
ドは、即席麺の商品特性である主食性、簡便性というキャッチフレーズにより
一層強力に合致し、若者のニーズを獲得していった。
そのため、戦後の新しい花形食品として登場した即席麺（袋麺）も、他のイン
スタント食品とともにわが国の人々の食生活、食文化を変えたといわれるほど
に浸透したが、1960年代後半から、1970年代に入る段階で、同業他社との競合
はますます激しくなり、個々の企業はより厳しい市場環境の下に置かれること
となった。
この時期、日清食品の市場シェアは、1960年には49％だったのが、それ以降、
15％から37％の間を変動しながら、1970年には、23．5％へと低下した。日清食
品は常に上位3位以内には入っていたものの、しばしばそのトップの座を譲り、
市場の成熟期の中で、業界のリーディング・カンパニーである一方、同社の経
営状態は危機的状況に直面しつつあったといえる。
　（5）　市場観察センスーチキンラーメンからカップヌードルへ
日清食品は、このような状況下できわめて創造的かつ革新的に市場の変化に対
応した。まず安藤百福は、「カップヌードル」の新発売に先立つ5年前の1966年
に、このような国内市場の成熟期を予測して「インスタントラーメンの国際商
品化」に向けて市場調査のために渡米した。
即席麺の国際商品化は、1961年に開設された日清食品研究所の主要研究テーマ
のひとつとして「ラーメンの国際化」が挙げられていたことからも理解できる
ように、安藤百福の即席麺事業における創業時からの理念の1つであった。
日清食品の第二の飛躍をもたらした「カップヌードル」は、このような安藤百
福の創業時からの理念の構図から生まれたもので、それに基づく海外視察や、
その後の研究開発の中から、企業者安藤百福の意思決定によって生まれた製品
である。即席麺開発のときに発揮された「市場観察センス」がここで再度発揮
されるのである。
1966年の欧米視察から、「アメリカの大男が、自動販売機に備え付けのコップ
にジュースを注ぎ、飲み干すと、くしゃくしゃに丸めて、くずかごに放りこん
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でいた。スーパーマーケット・チェーンにチキンラーメンを売り込みにいった
ところ、バイヤーがチキンラーメンを二つ、三つに折り、紙コップに湯を注ぎ、
おいしそうに食べてくれた」19と述べているように、安藤百福は当時の日本とは
違う食スタイルに遭遇し、新製品の開発条件の一つを直感的に感じとった。さ
らに帰りの飛行機の機内食では、スチュワーデスが配る機内食のなかの小さな
「直径4．5センチ、高さ2センチのアルミ容器である。アカデミアナッツを入れ、
紙にアルミ箔をコーティングしたブタで、きっちり密閉してある。」2°アルミ容
器のブタに注目（科学的思考技能）し、その出会いからも新製品開発の新たな
ヒントを得たと安藤百福は壊述している。この欧米各国への歴訪のおり、彼は、
「どんぶりと箸を使わない食生活」と「戸外を歩きながらでも気軽に食を充た
している風景」という欧米の食文化に触れ、「使い捨て紙コップ」と「機内食
に使用されていた容器の機能性」という合理的で、高度な包装技術に特に着目
した。つまり安藤百福の新たな起業家活動としてのスタートとなった新機軸は、
「ラーメンの国際商品化」を実現するため「箸に代わるフォーク、どんぶりに
代わる新しい容器」の開発にあるという市場観察センスによる着想であり、そ
れを新製品の開発、商品化に生かそうという意思決定であった。この欧米での
食スタイルの視察を終えた安藤百福は、
　　●インスタントラーメンをフォークで食べるという新しい食スタイルを
　　　　創造すること
　　●　どんぶりに代わる機能的で合理的な容器を開発すること
　　●味覚の国際性という新機軸に基づく“容器に入ったインスタントラー
　　　　メンの商品化”
という新しい構想すなわち商品コンセプトをうちたてたのである。
　（6）　科学的思考技能
　帰国後、安藤百福はさまざまな容器を収集し、新しいラーメンに適した容器
の分析を行った。その結果、まず陶磁器は「携帯しにくい」「食後の廃棄処分
に困難が伴う」という理由、紙やアルミニウムは、「熱湯を注いだ時、熱くて
手に持っておられない」という理由で除外され、数多くの試行錯誤の中で、安
藤百福は発泡スチロールに注目した。しかし発泡スチロールが、わが国に初め
て輸入されたのは1950年のことであり、1954年から本格的な輸入が始まったも
のの、原料の国産化はようやく1962年になってからであった。そのため安藤百
福が、発泡スチロールに注目した1966年秋の段階では、まだそれが「食品の包
匡9 ﾀ藤百福，前掲書，148頁。
20ﾀ藤百福，前掲書，149頁。
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装用と食器用を兼ねた使用など考えられない状況だった」21と安藤百福自身が指
摘している。
　　図表X－4　日清食品の革新アイデア創出プロセス②一4S知モデルによる分析
　　　　　　　　　　　　　　　一カップヌードルの開発一
①社会・経済的動向及び法規制’
　・食スタイルの変化（食のレジャー化、ファッション化、ファーストフード店の登場）
　　マネジメントテクノロジーの利用可能性
　・マーケティング手法の普及と生産管理技術の高度化
　　科学的テクノロジーの進展度
　・各種食品量産自動機の発達・発泡スチn一ルの成型技術の発展など
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くインフォメーションとしての
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　情報〉
革新マインド ゜袋麺市場の成熟化からの
脱皮と、即席麺の国園ヒ
インスピレーション
いつでもどこでも食べら
れる「即席ラーメン」
科学的思考技能 マネジメント的思考技能 市場観察センス
・具材のフリーズドライ
Eカップ型容器への、麺の
[填方法
E発泡スチロール容器の採p
・パッケージ戦略の強化
E独自流通チャネルの構築
ﾆ自販機による価格維持
E「袋麺」との意図的な差
ﾊ化
・他のインスタント食品の
ｮ向分析
E袋麺市場の成熟化の予測
システム指向技能
　　　　　　　　　　　革新的事業アイデア創出とコンセプト化
＝具材も入り、薫り高いスープつきの麺が、熱湯を注ぐだけでいつでも何所でも味わえ
　　　　　　　　　　　　　る「カップヌードル」コンセプト
しかし安藤百福は、発泡スチロールの有効性について、「発泡スチロー一一・ルは
21日清食品社史編纂室，前掲書，162頁。
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断熱性が高いので、湯が冷めにくいし、手に持ったとき熱くない。しかも軽く、
厚みがあって質感がある。ファッション性を表現しやすく、新製品の容器とし
ては申し分がないように思われた。」22と述べている。
このように、発泡スチロールの持つ科学的特性の本質をつかみ、新しい容器と
して最適であると正しく判断した科学的思考技能は、当時としてはこの上なく
的確なものであったということができる。このような安藤百福の直感的な発想
により「カップヌードル」の本格的な製品化が始まったのである。
　（7）　システム思考技能一逆転の発想（カップ型容器への麺の充填方法）
安藤百福は1966年に発泡スチロール容器の開発を模索しはじめ、約4年後には
その製品化に成功したが、そこでまた、カップ型容器に麺を充填させる方法に
おいて、
①どのようにして厚さが6センチになる麺の塊を均一に油揚げするか、
②その麺の塊をカップの中にどのように収めるか
という1つの壁にぶつかった。
　①の課題に対しては、「チキンラーメン」の油熱処理法であり「天ぷらの発
想」によって解決された。味付け麺をバラバラのまま1食ずつ穴の開いたパット
（鉄型）に入れ、蓋をして揚げる。蓋があることによって上が密で下が疎の状
態となり、湯戻しするときに理想的な状態とすることができた。できあがり時
点の麺の塊は、厚さ6センチとなり、均一に揚がり、しかも蓋に押し付けられた
上部は、具材を載せやすい形状となった。②の課題のカップ型容器への麺の充
填方法については、いくつかの方法が考えられたが、運搬中の麺の崩れ、具材
の移動による湯戻し後の麺形状などの課題が残されていた。
この課題を解決したのが、麺を「無理に底につけることはない。宙づりにして
みたらどうか。」23という安藤百福の独創的発想であった。この麺の宙づりには、
　●　宙づりの麺が、カップの補強材の役目を果たす
　●　しっかり固定され、麺が輸送中に崩れる心配がない
　●　麺の湯戻りがよく、底に付着することがない
　●　具材を体裁よく上部の空間に盛ることが出来、商品価値も高まる
　というメリットがあった。これが麺の「中間保持」のアイデアであり、のち
に実用新案権を得るほどの革新的な方法であった。
しかしここで、それでは、
③どのようにして麺を容器に落とし込めばよいか
　という新たな課題が生じてきた。この課題も安藤百福の「中身を下において
22安藤百福，前掲書，150頁。
23麺の充填方法にっいては、日清食品社史編纂室，前掲書，154～168頁を参照されたい。
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容器をかぶせる方法」によって解決することができた。
　麺の塊は機械でつかみ入れるには壊れやすく、転がして入れるには球体でな
いため不可能であった。そこで逆にしておいた麺の塊の上にカップをかぶせ、
くるっと半回転して落ち着かせると、麺は見事に中間保持できた。
　容器の開発途中、麺の充填方法について、容器の形状変更によって解決しよ
うというスタッフの案に対して、安藤百福は「不可能を可能にしない限り新製
品は生まれない。」24といってその案を容認せず、また「カップヌードル」の誕
生にも、安藤百福は「完成度が高くなければ、息の長い商品にはならない。」25
と指摘している。
　「カップヌードル」はこのような経緯を経て誕生したが、　「カップヌードル」
のもう一つの特徴として具材の冷凍乾燥（フリーズドライ）法の採用があげら
れる。これも安藤百福が持っていた科学的知識と科学的思考技能の賜であった。
　この製法によって、蓋を開けると、エビ、豚肉、卵、野菜などが、彩りよく
視覚的に訴えることができ、製品にいっそうの高級感が出て、高付加価値商品
として市場に登場することができたのである。
　ただ単に、市場観察センスによってどのような商品を開発するかという構想
を立て、科学的思考技能によって適切な容器を選び出すだけでは「カップヌー
ドル」という革新的アイデアのコンセプト化は不可能であった。
　システム思考技能によって市場観察センスと科学的思考技能の双方が提示す
る課題を解決することによって初めて、それまでバラバラに存在していたひら
めきや直感や新しい方法を統合して、事業化しうる革新的なコンセプトを創出
することができたのである。
3　ベンチャー指向型企業における4S知モデルの一般性の検証について
　以上の2社のケースの観察と分析は、第HI章で提示した、　「革新的事業・製品
アイデアの創出とコンセプト化モデル＝4S知モデル」を分析の枠組みとして使
用したものである。
　このモデルは、筆者がこれまで行ってきた自らの複数の新規事業開発、新製
品開発とその後の運営によって得た経験から導き出した概念的枠組みを、　「ベ
ンチャー指向型企業」と捉えるべき2社のケースに当てはめ、その一般性を検
証しようと試みたものである。
　ベンチャー指向型企業として成功した企業に限らず、ビジネスー般の研究に
おいて、成功事例、失敗事例の詳細な観察と記述が基本となるべきであること
はいまさら述べるまでもない。
24日清食品社史編纂室，前掲書，165頁。
25安藤百福，前掲書，162頁。
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　しかし、個別企業を取り上げた書籍は、失敗例よりも成功課が圧倒的に多い
ことや、P。F．ドラッカーが指摘するように、それらのサクセス・ストーリーの多
くは、「起業家精神についての文献のほとんどは逸話集であって、しかも、（子供
が両手を後ろ手にして隠しながら言う）『ほら、ママ、手がないでしょ』の類で
ある。」26という懸念もある。
　実際、当該各社の社史に記載されている過去の「事実」が、第三者的に見て、
それらのすべてが客観的事実なのか、過去の出来事ではあったとしても、はた
して当時の戦略を企業自身が全て白日の下に晒しているのか、という疑問は残
る。
　その上、サクセス・ストーリーの多くは、あくまでも「物語」であって、一
定の方法論に則り、確固とした分析枠組みをもってした観察と記述ではないた
め、そのままでは実証主義的研究の資料として使用することが困難である。
　しかし、だからといってビジネス研究の初期段階において、これらのストー
リーを軽視して良いという理由にはならないであろう。
　その意味で、このモデルを二つのケースに当てはめて検証することは、現実
の企業活動におけるイノベーション行動の理論的視座や、仮説の構築のための
理論的準拠枠を提示し得るものであると考えるのである。
　なお、この「4S知モデル」は、モデル開発の契機が製品開発における際のブ
ラック・ボックスの解明であったこと、および概念的説明の便宜を考慮して、
本論においては「革新的事業・製品アイデアの創出とコンセプト化モデル」と
限定しているが、マーケティング活動が本来的に持つイノベーションの性格27を
考えれば、機能的側面で持つイノベーティブな要素、すなわち4Pのミックス段
階における差異化の際の意思決定にとどまらず、事業レベル、さらには企業レ
ベルをも含めて、企業経営において起こりうるすべての意思決定プロセスにも
適用可能な「意思決定モデル」になりうるものであると考えるものである。こ
の点については、さらに今後の研究課題としたい。
26Peter　F．　Drucke，㎜吻π伽鯉㎜脳㎜前掲書，上田淳生訳『イノベーションと企業家精神』
（上），ダイヤモンド枇1997年，12頁。
27本書第V章，2－（3）参照のこと。
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結　語
　本稿においては、先ずビジネスに関連する理論研究とビジネス実践について
考察し、続いて巷間いわれるベンチャー・ビジネスの概念がさまざまであり、
その捉え方も多様である原因は、企業の質的側面を重視しない考え方による従
来の分類法を土台としたものであることを指摘し、新たな分類法を示した上で、
ベンチャー企業ないしは起業家研究の前提として、より包括的な概念となる「ベ
ンチャー指向型企業」を提示した。
　物質的な豊かさを実現するための大量生産、大量販売を効率的に遂行するた
めのマネジメントが重要とされた時代は過ぎ、人々の欲求が多様化し、マズロ
ーの欲求五段階説に従えば自己実現欲求に向けて高度化するなかで、企業のと
るべき行動は従来の延長線上にはない。
　先が読めない状況のなかで必要とされるのは、個々の企業の自発的な責任行
動によるあくなき挑戦であり、その主役は狭い意味での「ベンチャー企業」だ
けでよいはずがない。すべての企業は自らの置かれた競争状況の自覚に加えて、
企業自身の質的側面の再点検をして将来に向けての新たな展望を開いていく必
要があるであろう。
　『エクセレント・カンパニー』が指摘するように、相対的に規模の大きな企
業は保守的になりがちである。しかし、P．・Fドラッカーの指摘1を待つまでもな
く、革新的な企業であろうとすることは新規設立企業や小規模企業だけに許さ
れた特権ではないのである。ここに全ての企業の将来展望として「ベンチャー
指向型」企業たらんとすることの重要性を見いだすのである。
　新規設立企業ではないが、　「ベンチャー一一．一指向型企業」であると捉え、既存企
業におけるイノベーションの事例として取り上げた、日清食晶の安藤百福が戦
後の闇市で見た、餓えた人々が列をなす光景、それを庶民の「食」への飽くな
き欲望という「情報」として捉え、卓越した市場観察センス＝「知」によってそ
の市場性を見ぬき（評価、判断）、即席麺という革新的なインスピレーションを
他の「3S知」と結合することがなかったとしたなら、チキンラーメン、カップ
ラーメンなどの革新的な製品アイデアとコンセプトは生まれなかったであろう。
　また、ソニーの井深大が「たわいもない夢（＝革新マインドが生み出したはず
の数々のインスピレーション、筆者注）」を持ち追いつづけ、四つの暗黙知（4S
知）と結びつけることなしには、世界初の実用性を持ったテープレコーダーや
トランジスタ・ラジオも生まれなかったに違いない。
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　本論においては、これからの日本を支える基盤となるべき「元気な企業」を
創出し、育てるために、日本的な風土の下における「起業家の育成」を考える
基礎として、いわゆるベンチャー企業とは如何なる企業を指すのか、アントレ
プレシップとは何か、起業家に必要とされる能力は如何なるものか、大規模企
業と小規模企業のマーケティングはどこが違うのか、という観点から検討し、
新たな企業分類法によって、　「ベンチャー指向型企業」という概念を規定し、
その戦略展開を検討してきた。
　また、従来の経営関連理論においては、ブラックボックスとして扱われ、イ
ンプットとアウトプットについては語られながら、投入されたものが産出され
るまでの間に如何なるメカニズムが介在し、どのように転換するのかを、事業
開始あるいは急速な発展の初期の段階で「ベンチャー指向型企業」であったと
思われる二つの企業、すなわち製造業では日清食品、サービス産業としてはヤ
マト運輸のケースを用いて、　「事業・製品の革新アイデア創出とコンセプト化
のモデル＝4S知モデル」によって起業家能力の重層性を示して説明するととも
に、このモデルを例証することが中心課題であった。
　過去における一時期、就職を希望する若者の憧れの的であった造船、鉄鋼、
などの重厚長大産業は、昭和の中ごろには過去の栄光は消え、その後脚光を浴
びた金融、流通業ももはや過日の華やかな面影はない。
　これまで、時代の要請に応じて格好な手本を見つけ、ときには他国を反面教
師として成長してきたわが国の産業社会は、いまはじめてひとり立ちを余儀iな
くされている。バブル経済が崩壊して後、いまだ出口の光明も見えないいま、
日本的経営としてもてはやされた終身雇用などの制度・慣行は事実としてすで
に崩壊している。しかし、これら従来の経営諸制度に合致し、それに矛盾しな
いような学生を教育してきた学校教育は、変わりつつあるとはいえその足取り
は決して早いとはいえない。また、学校教育においても企業の人事労務政策・
慣行にしても、その制度の変更によってだけではその改革の実を挙げることは
困難である。
　教育については、制度の改革に加えて、学習指導方法と教師の役割に着目し
た教育の基本方針の根本的改革、すなわちこれまでの画一的な優等生を育てる
のではなく、個性の重視と自由な発想を育み創造性豊かな人々を育てるという
確固たる理念に基づいた教育への転換が相まってこそ、意味あるものとなる。
　個別企業にあっては、これまでの均質な、平均的に優秀な従業員の集団に担
がれ、集団合議制によるボトムアップ型の意思決定の「お神輿経営」では国際
競争の荒波を乗り越えることは不可能であることを自覚し、いわゆる日本的経
営の長所も必要に応じて残しながら、ときとしてこれまでの稟議制度に時折見
られたような弊害によって、独創的なアイデアや創造性の芽を摘み取ることな
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く、革新マインドを育成し、変革の要請にはトップダウンによる迅速な意思決
定が行い得るような柔軟な経営への大胆な改革を目指さなければならない。
　“制度が風土を醸成し、風土が制度を受容する”関係は、経営と教育双方の
「制度」とそれぞれの「質的側面」との関係である。
　起業家の輩出・育成のためには、経営と教育、およびそれぞれの制度と風土、
どちらか一方だけの改革ではその目的は達成不可能であることを、政府・行政
のみならず、企業、教育関係者ともに強く自覚しなければならない。
　また、いわゆるベンチャー企業の研究は、生産技術やそのプロセス、人的資
源の問題までを研究領域としている。また、過去においては機能領域での研究
が主体となっていたマーケティングの研究領域も、人事・労務問題をも含め、
生産活動そのもの以外はすべて包括するとまで言われるようになり、現在では
企業活動全体までにその研究領域を拡大している現実がある。しかし、ベンチ
ャー企業の研究とマーケティングの研究は、これまで研究の発展経緯を異にし
ており、これらの二つの関連を意識した文献は見る限りにおいて数少ない。
　特に、生産と同時に消費されるサービス製品のマーケティングなどで特に重
要と思われるコンタクト・パーソネルのエンパワーメントの問題や、インター
ナル・マーケティングで言われる従業員満足の問題は、伝統的な経営管理論に
おける権限委譲の課題や従業員のモラール高揚の課題と無関係であるはずはな
いであろう。また、ベンチャー企業研究の主要なテーマとなっているイノベー
ションの問題も、マーケティングの各機能領域におけるイノベーション、さら
には事業レベル、企業レベルにおける戦略的マーケティングのイノベーション
の問題として無視できないテーマであると思われる。
　起業家的マーケティングは、これまで見てきた「ベンチャー指向型企業戦略」
と、その指向性において共通しており、ベンチャー指向型企業戦略がベンチャ
ー指向型企業の持つ経営戦略の基盤をなすものであるとするならば、ベンチャ
ー指向型企業が採るべきマーケティング戦略こそが「起業家的マーケティング」
戦略であるという想定もあながち的外れとはいえないであろう。
　多くの国における幾多の研究によって、大規模な組織と規模の経済が競争的
優位性を提供することはめったになく、新規設立や小規模な企業が、今日では
その規模に不釣り合いな雇用を生み出している現実があることが明らかにされ
ている。サービス産業の重要性が高まるのに伴って、サービス・マーケティン
グに関心が寄せられ、主流のマーケティング研究の下位領域として当該分野で
の研究が深化したことと同様に、起業家的マーケティングの研究は、これから
の「新しい時代」に対応するためのマーケティングの一領域として、ますます
研究が深められなければならないであろう。
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